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＜IT 導入補助金とは＞ 

IT 導入補助金を活用することで中小企業者は、IT ツールを導入し、業務効率化・売上アップといった経営力の向上・強化を図ること

ができます。中小企業や小規模事業者、個人事業主などが、働き方改革や賃上げ、インボイス導入などに対応できるよう、生産性向

上に役立つ IT ツールを導入するときに受けられる補助金です。 

PC、タブレット、レジ・券売機等の購入も補助対象に！ 

IT導入補助金２０２３ 

【導入事例】 

・弥生会計シリーズ 

・マネーフォワードクラウドビジネスプラン 

・マネーフォワードクラウドパーソナルプラン 

・大臣シリーズ 

・PCA シリーズ 

・弥生販売シリーズ 

・マネーフォワードクラウド請求書 

・KING OF TIME    

      インボイス制度導入への対応も見据えつつ、企業間取引のデジタル化の強化を促進。 

      ① クラウド利用料を最大２年分まとめて補助（デジタル化基盤導入枠に加えて通常枠も 2 年分に） 

      ② 会計ソフト、受発注ソフト、決済ソフト、EC ソフトに補助対象を特化し補助率引き上げ 

      ③ PC・タブレット、レジ・券売機等の購入を補助対象に追加（デジタル化基盤導入枠） 

      ④ 通常枠の補助額が 5 万円～に引き下げ。 

類型の概要 

 ■デジタル化基盤導入類型 

  中小企業・小規模事業者に、インボイス制度も見据えたデジタル化を一挙に促進するため、会計ソフト・受発注ソフト・決済ソフト・ 
  EC ソフトの導入費用に加え、PC・タブレット、POS レジ・自動釣銭機等の購入費用を支援します。 
■通常枠 

IT 導入補助金は、中小企業・小規模事業者等のみなさまが自社の課題やニーズに合った IT ツールを導入する経費の一部を補助することで、 

みなさまの業務効率化・売上げアップをサポートするものです。自社の置かれた環境から強み・弱みを認識、分析し、把握した経営課題や需要に
合った IT ツールを導入することで、業務効率化・売上アップといった経営力の向上・強化を図っていただくことを目的としています。 

 

枠名

類型名 A類型 B類型

PC等 レジ等

～50万円以下 50万円超～350万円 ～10万円 ～20万円

補助率 １／２以内 １／２以内 ３／４以内 ２／３以内

対象経費

補助額

通常枠

ソフトウェア購入費、クラウド利用費
（クラウド利用料最大2年分）、導入関連費

ITツール

１／２以内

ソフトウェア購入費、クラウド利用費
（クラウド利用料最大２年分）、ハードウェア購入費、導入関連費

デジタル化基盤導入枠

デジタル化基盤導入類型

5万円～150万円未満 150万円～450万円以下

※下記以外の IT ツールについても取り扱いがある場合がございます。 

・パソコン、タブレット 

・プリンター、スキャナー 

・導入設定、操作指導、運用支援 

・ソフトウェア保守サービス 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

gBizID プライムアカウントの取得 

交付申請の要件には”gBizID”プライム 

アカウント（ID・パスワード等）が必要 

となります。 

 

gBizID プライムをお持ちでない場合は 

取得が必須となります。 

申請から発行まで２週間程度かかります 

ので、お早めに gBizID 取得をお願いいた 

します。 

 

・gBizID ホームページ 

https://gbiz-id.go.jp/top/ 

 

申請に必要となるもの 

・メールアドレス 

・パソコンおよびプリンター 

・印鑑証明書（個人事業主は印鑑登録証明書） 

・ｽﾏｰﾄﾌｫﾝまたは携帯電話（PHS 不可） 

SECURITY ACTION の宣言 
 
本事業の申請においては、“SECURITY  

ACTION”の“★一つ星”または“★★二つ 

星”の宣言が要件となります。 

（“★一つ星”であれば即日発行可能） 

※過去に取得済みの場合は再取得不要です。 

SECURITY ACTION について 
 
独立行政法人情報処理推進機構（IPA）が 

実施する中小企業・小規模事業者等自ら 

が、情報セキュリティ対策に取組むこと 

を自己宣言する制度。本補助事業では、 

交付申請作成時に宣言済アカウント ID の 

入力を求められます。 

 

・SECURITY ACTION ホームページ 

https://security-shien.ipa.go.jp/security/entry/ 

必要書類の準備 

☑ 履歴事項全部証明書 

  •交付申請日から遡って、３ヶ月以内に発行  

☑ 法人税の納税証明書（その１またはその２） 

•直近分 •税務署の窓口にて発行されているもの  

•電子納税証明書の場合は、交付請求時に発行された 

 PDF 形式のもの（窓口発行の納税証明書と同一フォ 

ーマット）のみ有効 

 ※XML 形式の納税証明データシート等は不可 

☑ 運転免許証または運転経歴証明書または住民票 

•交付申請日から遡って、３ヶ月以内に発行 

•運転免許証は交付申請日が有効期限内 

•免許証の裏面に記載がある場合は、裏面も提出 

 

☑ 所得税の納税証明書（その１またはその２） 

•電子納税証明書の場合は、交付請求時に発行された 

PDF 形式（窓口発行の納税証明書と同一フォーマット） 

のみ有効 

※ XML 形式の納税証明データシート等は不可 

 

☑ 所得税確定申告書Ｂ 

•税務署が受領した直近分 

•税務署が受領したことがわかるものに限る PDF 形式 

のもの（窓口発行の納税証明書と同一フォーマット） 

のみ有効 

※旧姓で事業を行い、上記書類の姓名が不一致の場合、 

姓名の変更がわかる書類を添付 

 
法人の場合 

 
個人事業主の場合 

事前準備のお願い 

みらデジ経営チェック の実施 
 

交付申請の要件には ”みらデジ経営チェ 

ック” の実施が必要となります。 

 

 

みらデジ経営チェックについて 
 
アンケート形式で質問に回答すること 

で、同業種・同地域の事業者と比較し 

ながら、自社の経営課題やデジタル化 

への取り組み状況を瞬時に診断する 

事が出来ます。 

 

みらデジ経営チェック 

https://www.miradigi.go.jp/ 

通常枠 申請期限 デジタル化基盤枠 申請期限 

1 次締切 2023 年 04 月 25 日（火）17:00  

2 次締切 2023 年 06 月 02 日（金）17:00 

1 次締切 2023 年 04 月 25 日（火）17:00 

2 次締切 2023 年 05 月 16 日（火）17:00 

3 次締切 2023 年 06 月 02 日（金）17:00 

IT導入補助金 2023 


